
 
 

 

 

 

  
  
  

 
     

 

 
 

      
 

 
 

      
 

  

 

  

 

 

令和６年度答申第４４号

令和６年１０月２２日

諮問番号 令和６年度諮問第４１号（令和６年９月３日諮問）

審 査 庁 厚生労働大臣

事 件 名 平均賃金決定処分に関する件

答 申 書

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。

理 由

第１ 事案の概要

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が労働者災害補償保

険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）１２条の８第

１項２号に規定する休業補償給付の支給を請求し、Ａ労働局長（以下「処分庁」

という。）が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）１２条８項の規定に基づ

き平均賃金を決定する処分（以下「本件決定処分」という。）をしたところ、

審査請求人がこれを不服として審査請求をした事案である。

１ 関係する法令の定め

（１）労災保険法７条１項は、この法律による保険給付は、同項各号に掲げる

保険給付とすると規定し、同項１号は労働者の業務上の負傷、疾病、障害

又は死亡（以下「業務災害」という。）に関する保険給付を掲げる。

（２）労災保険法１２条の８第１項は、業務災害に関する保険給付は、同項各

号に掲げる保険給付とすると規定し、同項２号は休業補償給付を掲げる。

（３）労災保険法１４条１項は、休業補償給付は、労働者が業務上の疾病によ
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る療養のため労働することができないために賃金を受けない日の第４日目

から支給するものとし、その額は、１日につき給付基礎日額の１００分の

６０に相当する額とすると規定する。

（４）労災保険法８条１項は、給付基礎日額は、労働基準法１２条の平均賃金

に相当する額とすると規定し、この場合において、同条１項の平均賃金を

算定すべき事由の発生した日は、診断によって労災保険法７条１項１号に

規定する疾病の発生が確定した日とする旨規定する。

また、労働基準法１２条１項は、この法律で平均賃金とは、これを算定

すべき事由の発生した日以前３か月間にその労働者に対し支払われた賃金

の総額を、その期間の総日数で除した金額をいうと規定し、同条１項から

６項までに平均賃金の算定方法が規定されている。そして、同条８項は、

同条１項から６項までによって算定し得ない場合の平均賃金は、厚生労働

大臣の定めるところによると規定する。

２ 事案の経緯

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。

（１）審査請求人は、Ｂ社（以下「本件会社」という。）に雇用されていた昭

和６０年１０月２２日から同年１１月２８日までの間、Ｃ工区のＤトンネ

ル（以下「本件事業場」という。）において、粉じんばく露作業に従事し、

当該期間の末日、本件会社を離職した。

（実地調査復命書（令和５年５月２３日復命））

（２）審査請求人は、令和４年１２月１３日、Ｅ病院において、続発性気管支

炎（以下「本件疾病」という。）と診断された。

（じん肺健康診断結果証明書）

（３）審査請求人は、令和５年４月６日、Ｆ労働基準監督署長（以下「本件労

基署長」という。）に対し、休業補償給付の支給を請求し、同年５月２４

日、本件疾病は業務上の疾病であると認定された。

（休業補償給付支給請求書、実地調査復命書（令和５年５月２３日復命））

（４）処分庁は、令和５年５月２５日付けで、審査請求人に対し、労働基準法

１２条８項の規定に基づき、審査請求人の平均賃金の額を９６５８円００

銭と決定する処分（本件決定処分）をし、通知した。なお、本件決定処分

の通知書には、平均賃金を下記のとおり決定したとして、上記の額が記載

されているのみであった。

（平均賃金決定通知書）
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（５）審査請求人は、令和５年８月１７日、審査庁に対し、本件決定処分を不

服として本件審査請求をした。

（審査請求書）

（６）審査庁は、令和６年９月３日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして諮問をした。

（諮問書、諮問説明書）

３ 審査請求人の主張の要旨

トンネルで掘削を行い、坑夫として働いていた。非常に危険な仕事であっ

たにもかかわらず、平均賃金が１万円以下という決定はあまりにも安い。

Ｇ地の公共職業安定所でＨトンネルで働いていた際の雇用保険のデータが

残っていたのでメモを入手した。それによれば、１日１万４９５４円で、２

５日で換算すると１万８０００円くらいになる。証明する資料はこれしかな

いので見直しを希望する。

第２ 諮問に係る審査庁の判断

審査請求人は、休業補償給付の支給の請求を行ったところ、その休業補償給

付の算定基礎となる給付基礎日額は、労災保険法８条１項の規定により、原則

として、労働基準法１２条の平均賃金に相当する額とされている。

また、労働基準法１２条においては、同条１項から６項までの規定により平

均賃金の額を算定不可能な場合には、同条８項の規定により、厚生労働大臣が

定めることとされており、処分庁は同項の規定に基づき、昭和２４年労働省告

示第５号２条、昭和５０年９月２３日付け基発第５５６号（昭和５３年２月２

日付け基発第５７号による改正後のもの。以下「５５６通達」という。）、平

成２２年４月１２日付け基監発０４１２第１号（平成２５年２月２２日付け基

監発０２２２第１号による改正後のもの。以下「０４１２通達」という。）及

び昭和５１年２月１４日付け基発第１９３号（昭和５３年２月２日付け基発第

５７号による改正後のもの。以下「１９３通達」という。）の適用について検

討した上で、１９３通達の記の４による被災労働者の賃金額が不明である場合

の取扱いに基づき、審査請求人の平均賃金を９６５８円００銭と決定する処分

（本件決定処分）を行った。

本件においては、審査請求人の離職時の賃金額を明らかにする資料等が何ら

存在しないことから、離職時の賃金額は不明であることに加えて、０４１２通

達による平均賃金の算定に必要な離職時の厚生年金保険又は健康保険の標準報

酬月額等を使用する意向も審査請求人から示されていないこと（なお、０４１
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２通達については、審査庁が、本件決定処分とは関係なく、令和５年１２月２

２日付け基監発１２２２第１号で更に改正し、労働者が業務上疾病の診断確定

日に、既にその疾病の発生のおそれのある作業に従事した事業場を離職してお

り、賃金台帳等使用者による支払賃金額の記録が確認できない事案において、

平均賃金の算定の対象となる労働者の離職時の健康保険の標準報酬月額が明ら

かである場合はこれを基礎として平均賃金を算定して差し支えないことを明確

化しているが、上記のとおり、審査請求人は標準報酬月額を用いて平均賃金を

算定する意向を示していないため、同日付けの通達改正による本件処分の内容

への影響はない。）からすれば、０４１２通達により、標準報酬月額等から平

均賃金を算定することもできないものである。よって、１９３通達に基づいた

平均賃金の算定は適法かつ妥当であり、算定内容にも違法又は不当な点は認め

られないため、審査請求人の申立てには理由がない。

以上のとおり、本件決定処分について違法又は不当な点を認めることはでき

ず、本件審査請求には理由がないから、棄却されるべきである。

なお、審理員の意見も、おおむね審査庁の判断と同旨である。

第３ 当審査会の判断

当審査会は、令和６年９月３日、審査庁から諮問を受け、同月２６日及び同年

１０月１７日の計２回、調査審議をした。

また、審査庁から、令和６年９月１３日、同月２５日及び同年１０月１１日、

主張書面及び資料の提出を受けた。

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について

（１）一件記録によれば、本件審査請求の受付（令和５年８月１７日）から本

件諮問（令和６年９月３日）までに１年以上の期間を要しているところ、

特に、①弁明書の提出（令和５年１０月１０日）から反論書の提出の求め

（同年１１月９日）まで約１か月、②反論書の提出期限（同年１２月１１

日）を徒過してから審理員意見書の提出（令和６年７月１１日）まで７か

月、③審理員意見書の提出から諮問まで２か月弱を要している。このよう

な期間を要したことについて審査庁は、いずれも、業務多忙のため、時間

を要したとのことであった。しかし、簡易迅速な手続の下で国民の権利利

益の救済を図るという行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の目的

（１条１項）を踏まえると、いずれについても特段の理由があるとは認め

られず、時間を要し過ぎているといわざるを得ない。審査庁及び審理員は、

審査請求事件の進行管理を改善することにより、事件の手続を迅速に進め

4 



 
 

 

 

   

 

 

 

 

る必要がある。

（２）上記で指摘した点以外では、本件諮問に至るまでの一連の手続に特段違

法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。

２ 本件決定処分の適法性及び妥当性について

（１）労災保険法１４条１項によれば、審査請求人が支給の請求をした休業補

償給付の額は、給付基礎日額に基づいて計算され、労災保険法８条１項に

よれば、給付基礎日額は、労働基準法１２条の平均賃金に相当する額と、

平均賃金を算定すべき事由の発生した日は、診断によって業務上の疾病の

発生が確定した日（以下「算定事由発生日」という。）とされ、同条１項

によれば、平均賃金とは、これを算定すべき事由が発生した日以前３か月

間にその労働者に対し支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除し

た金額をいうとされている。

本件においては、「業務上の疾病」である本件疾病（実地調査復命書

（令和５年５月２３日復命））の発生が診断により確定した日である令和

４年１２月１３日が、平均賃金の算定事由発生日となる。しかし、審査請

求人は、昭和６０年１１月２８日に本件会社を離職していることから、労

働基準法１２条１項から６項までによって平均賃金を定めることができな

い。

したがって、審査請求人の平均賃金は、労働基準法１２条８項の規定に

基づき厚生労働大臣の定めるところによって算定すべきこととなる。

（２）この厚生労働大臣の定めとして制定された「労働基準法第十二条第一項

乃至第六項の規定によつて算定し得ない場合の平均賃金」（昭和２４年労

働省告示第５号）２条は、都道府県労働局長が労働基準法１２条１項から

６項までの規定によって算定し得ないと認めた場合の平均賃金は、厚生労

働省労働基準局長の定めるところによると規定する。

上記告示を受けて発出された５５６通達（労働省労働基準局長作成）の

１は、労働者がその疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業

場を離職した日以前３か月間に支払われた賃金により算定した金額を基礎

とし、算定事由発生日までの賃金水準の上昇を考慮して当該労働者の平均

賃金を算定すると規定している。また、０４１２通達（厚生労働省労働基

準局監督課長作成）前文は、労働者が算定事由発生日に、既にその疾病の

発生のおそれのある作業に従事した事業場を離職しており、賃金台帳等使

用者による支払賃金額の記録が確認できない事案において、標準報酬月額
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や賃金日額等が明らかである場合について、５５６通達の取扱いは、０４

１２通達のとおりである旨規定し、０４１２通達の５は、賃金台帳等使用

者による支払賃金額の記録がない申請者に対しては、０４１２通達の取扱

いを教示し、申請者がそれらに該当する資料の提出を希望する場合には、

資料の請求先となる行政機関などについて教示する旨規定している。さら

に、１９３通達（労働省労働基準局長作成）前文は、労働者が算定事由発

生日に、既にその疾病の発生のおそれのある作業に従事した事業場を離職

しており、その疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場を

離職している場合の平均賃金の算定については、その離職した日以前３か

月間に支払われた賃金の総額が不明な場合は、自今、算定事由発生日を起

算日とし、下記アからオまでにより推算した金額を基礎として平均賃金を

算定し、下記アからオまでの推算方法は、適当なものまで順次繰り下げて

適用する旨規定する。

ア 算定事由発生日に当該事業場で業務に従事した同種労働者の一人平均

の賃金額より推算すること（以下「要件①」という。）。

イ 算定事由発生日に当該事業場所在の地域又はその地域と生活水準若し

くは物価事情を同じくすると認められる他の地域における同種、同規模

の事業場（事業場が多数ある場合は、適宣選定し、５以下の事業場に限

定することができる。）において業務に従事した同種労働者一人平均の

賃金額により推算すること（以下「要件②」という。）。

ウ 当該労働者の職種が屋外労働者職種別賃金調査（以下「屋外職賃」と

いう。）の建設業、港湾運送関係事業、陸上運送関係事業における調査

対象職種に該当する場合には、建設業にあっては、最新の当該調査結果

（全国計）における職種、企業規模及び年齢階級別きまって支給する現

金給与額（１人１日平均現金給与額に１人１月平均実労働日数を乗じて

算出する。）に、当該事業場所在の都道府県別の賃金格差を考慮して得

た金額、港湾運送関係事業及び陸上運送関係事業にあっては、最新の当

該調査結果（全国計）において職種及び企業規模別きまって支給する現

金給与額（１人１日平均現金給与額に１人１月平均実労働日数を乗じて

算出する。）に当該事業場所在の都道府県別（港湾運送関係事業におい

ては港湾別）及び年齢階級別の賃金格差を考慮して得た金額を基礎とし、

これに労働省毎月勤労統計調査（以下「毎勤調査」という。）における

当該屋外職賃の調査対象年月が属する四半期と算定事由発生日が属する
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月の前々月間の賃金水準の変動を考慮して推算すること（以下「要件③」

という。）。

エ 当該労働者の職種が賃金構造基本統計調査（以下「賃金構造調査」と

いう。）の調査対象職種に該当する場合においては、最新の当該調査結

果（全国計）における職種、企業規模及び年齢階級別きまって支給する

現金給与額に当該事業場所在の都道府県別賃金格差を考慮して得た金額

を基礎とし、これに毎勤調査における当該賃金構造調査の調査対象年月

が属する四半期と算定事由発生日が属する月の前々月間の賃金水準の変

動を考慮して推算すること（以下「要件④」という。）。

オ 賃金構造調査（全国計）における産業、企業規模、年齢階級及び生産

と事務・管理・技術別きまって支給する現金給与額に当該事業場所在の

都道府県別賃金格差を考慮して得た金額を基礎とし、これに毎勤調査に

おける当該賃金構造調査の調査対象年月が属する四半期と算定事由発生

日が属する月の前々月間の賃金水準の変動を考慮して推算すること。

以上のとおり、上記告示を受けて上記３通達が定められており、その内

容に特段不合理な点はみられない。

（３）これを本件についてみると、まず、審査請求人は、本件会社に在籍中、

本件事業場において本件疾病の発生のおそれのある作業に従事しており、

本件会社を離職したのが昭和６０年１１月２８日であることから、当該離

職日以前３か月間に支払われた賃金が平均賃金の算定の基礎となることと

なる。

そこで当該賃金についてみると、本件労基署長は、令和５年５月８日付

けで、本件事業場の元請であるＩ社（以下「本件元請会社」という。）に

対して、賃金台帳（賞与含む）の提出を求めたところ（「労災保険給付に

係る就労状況について（照会）」と題する書面）、本件元請会社は、同月

１６日付けで、本件労基署長に対して、本件会社に確認したところ書類は

破棄されており記録は存在しない旨回答している（本件元請会社の回答）

ことから、本件会社を離職した日以前３か月間の審査請求人の賃金は不明

であるといわざるを得ない。

次に、上記のように支払賃金額の記録が確認できない事案においての取

扱いを定めた０４１２通達では厚生年金保険に係る被保険者記録照会回答

票等の各種資料から平均賃金を算定できるとしており、０４１２通達の５

では、当該取扱いを申請者に対して教示することとされていることから、
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審査庁に対して、審査請求人にどのような教示を行い、どのような回答を

得たのか照会したところ、以下の確認を行い、回答を得たとのことであっ

た（審査庁主張書面（令和６年９月１３日付け））。

ア ０４１２通達の１関係（標準報酬月額関係）

以下のとおり説明したところ、審査請求人からは標準報酬月額に係る資

料の提出を行わない意向が示されたとのことであった。

（ア）最終粉じんばく露事業場での給与明細等の資料がない場合、標準報

酬月額（厚生年金、健康保険）が明らかであれば、それを基に平均賃

金の算定が可能であること。

（イ）標準報酬月額はねんきん定期便などが手元になく不明であれば、最

寄りの年金事務所へ審査請求人自身で照会した上で、標準報酬月額が

分かる資料があれば収集し、労働基準監督署へ提出すること。

（ウ）標準報酬月額が分かる資料の提出がない場合には、賃金構造調査等

を参考に平均賃金を決定することとなるが、職種別の平均賃金が適用

され、資格の有無等は考慮されないことから、実際の賃金額より低く

決定される可能性があること。

（エ）標準報酬月額の分かる資料があれば、当時の審査請求人の賃金額に

近い金額で平均賃金の算定が可能であると考えられること、また、審

査請求人は多数の資格等を保有しており、標準的な同職種の労働者よ

り賃金が高かった可能性も考えられるため、標準報酬月額の分かる資

料を提出した方が、算定される平均賃金が高くなる可能性があること。

イ ０４１２通達の２関係（賃金日額等関係）

以下のとおり説明したところ、審査請求人からは賃金日額に係る資料の

提出を行わない意向が示されたとのことであった。

（ア）最終粉じんばく露事業場での給与明細等の資料がない場合でも、賃

金日額が分かる資料があれば、それを基に平均賃金の算定が可能であ

ること。

（イ）賃金日額については、最寄りの公共職業安定所へ審査請求人自身で

照会した上で、賃金日額が分かる資料があれば収集し、労働基準監督

署へ提出すること。

（ウ）賃金日額の分かる資料の提出がない場合には、賃金構造調査等を参

考に平均賃金を決定することとなるが、職種別の平均賃金が適用され、

資格の有無等は考慮されないことから、実際の賃金額より低く決定さ
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れる可能性があること。

（エ）賃金日額の分かる資料があれば、当時の審査請求人の賃金額に近い

金額で平均賃金の算定が可能であると考えられること、また、審査請

求人は多数の資格等を保有しており、標準的な同職種の労働者より賃

金が高かった可能性も考えられるため、賃金日額の分かる資料を提出

した方が、算定される平均賃金が高くなる可能性があること。

これに加えて、処分庁は、本件元請会社から提出を受けた、審査請求人

が本件会社を離職した際の雇用保険被保険者資格喪失確認通知書で、離職

票交付希望欄が「２ 無」となっており、Ｊ公共職業安定所から提出を受

けた被保険者台帳全記録照会にも離職票交付の事跡がないことから、本件

会社から公共職業安定所に対して離職票発行に必要な賃金台帳等の離職時

賃金日額（原則として離職前６か月の賃金の合計金額を１８０で割った金

額）や基本手当日額が把握できる資料が提出されておらず、これらを把握

することができないと判断したと認定できる。

以上を踏まえると、０４１２通達における平均賃金算定の基礎となる、

審査請求人に係る標準報酬月額や賃金日額を把握することはできず、０４

１２通達に基づく平均賃金の算定ができないこととなる。

最後に、本件は、１９３通達によるところの、労働者が算定事由発生日

に、既にその疾病の発生のおそれのある作業に従事した事業場を離職して

おり、その疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場を離職

している場合の平均賃金の算定については、その離職した日以前３か月間

に支払われた賃金の総額が不明な場合といえることから、１９３通達にお

ける平均賃金の推算についてみると、以下のとおりである。

ウ 本件事業場での詳細な記録、資料（賃金台帳を含む。）が破棄されて

おり、算定事由発生日に本件事業場で業務に従事した審査請求人と同種

労働者は確認できないことが認められる（「労災保険給付に係る就労状

況について（照会）」と題する書面及び本件元請会社の回答（令和５年

５月１６日付け））ことから、要件①による平均賃金の推算はできない。

エ 要件②については、一件記録から認定の根拠等が不明であったため、

審査庁に照会したところ、労働基準行政システムによれば、最終粉じん

ばく露事業場であった本件会社の昭和６０年の主たる事業は「トンネル

建設工事業」であったと考えられるところ、同システムでは、管轄署管

内にトンネル建設工事業の業種区分で登録された店社にかかる事業場基
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本情報はなく、主として当該事業を行う事業場はないと考えられ、併せ

て、別用で来署した管内建設事業者数社に確認したところでは、算定事

由発生日時点で、主としてトンネル建設工事を行う事業者は近隣になく、

主として同工事における作業に従事する労働者はいないと思われるとの

回答があったとのことであった（審査庁主張書面（令和６年９月１３日

付け））。以上から、算定事由発生日に当該事業場所在の地域又はその

地域と生活水準若しくは物価事情を同じくすると認められる他の地域に

おける同種、同規模の事業場において業務に従事した審査請求人と同種

労働者の存在は確認できないことが認められることから、要件②による

平均賃金の推算もできない。

オ 屋外職賃は、平成１６年をもって終了しているため、本件の場合、推

算の根拠となる資料がないことが認められることから、要件③による平

均賃金の推算もできない。

カ 審査請求人は、当時の職種を「抗夫」、作業内容は「掘削・あたりと

り」と申し立てており、賃金構造調査の調査対象職種（ダム・トンネル

掘削従事者、採掘従事者）に該当することから、要件④に基づいて平均

賃金の推算をすることとなる。また、その平均賃金の推算についても、

その算定過程に特段不合理な点はなく、妥当である（弁明書）。

（４）審査請求人は、本件事業場とは別の事業場（Ｈトンネル）での雇用保険

の賃金に関するデータを基に平均賃金の額を見直してほしい旨主張する。

しかし、審査請求人が主張する雇用保険の賃金に関するデータは、①５

５６通達に定める労働者が業務上の疾病の発生のおそれのある作業に従事

した最後の事業場（本件事業場）のものではなく、本件事業場での審査請

求人の職務と同一の職務を行っていたと認めるに足りる証拠がないこと、

②本件事業場での賃金と近似していたと認めるに足りる証拠がないこと、

③飽くまで、審査請求人の主張する内容であり、客観的に証明する証拠が

ないことから、平均賃金の算定の根拠にすることは困難である。

したがって、審査請求人の主張は、採用することができない。

３ 付言

本件決定処分の通知書には、その算定方法など、平均賃金がどのように決

定されたのかを説明する記載はない。

平均賃金は、休業補償給付等の額の基礎となるものであり、これが適正に

決定されなければ労働者の利益が損なわれ、労働者はその決定に不服を申し
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立てる場合があり得ることから、労働者が、その算定に当たっての考え方を

理解できるよう、平均賃金決定処分の通知書において算定方法等を説明する

ことが望ましい。

特に、本件の場合、一件記録から処分庁が審査請求人に対して、平均賃金

がどのように決定されたのかについて説明がされた事実は確認できず、審査

請求人は、弁明書で初めて平均賃金の算定の根拠及び内訳が詳細に記載され

た書面を受け取っている。このように、審査請求人は、処分時に、平均賃金

がどのようにして算定されたのか十分に理解することができない状況で審査

請求をすることを余儀なくされたことが現にうかがわれるのであり、こうし

た状況は、簡易迅速な手続の下で国民の権利利益の救済を図るという行政不

服審査法の目的（１条１項）からしても決して好ましくない。

平均賃金決定処分の通知書に算定方法等の説明を記載することについては、

当審査会の従前の答申（令和２年度答申第３９号、同第５９号、令和４年度

答申第２６号、同第３２号、令和５年度答申第３４号及び令和６年度答申第

３３号）でも指摘しているところであり、審査庁において検討されたい。そ

して、当該処分を行う都道府県労働局長において改善が図られるよう、指導

することが望まれる。

４ まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

行政不服審査会 第３部会

委 員 吉 開 正 治 郎

委 員 佐 脇 敦 子

委 員 中 原 茂 樹
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